
汀

会
議
用

教育系大学･学部における

大学院の問題

昭和４９年１１月

国立大学協会

教員養成制度特別委員会



次目

１
２
５
６

まえがき…－－－…－－．－－………～…～

1．教育系大学・学部の研究・教育条件と大学院

2．教育系大学院ことに修士課程の役割………･…

5．いわゆる新構想教育系大学院について……

4．教育系大学院における博士課程の問題………

5．教育系大学院の組織編成－－－－…－－

６．教育系大学院の編成組織上の問題点一…～

ａ、教育系大学院構想の画一性一…＿………

ｂ、いわゆる教科の専門の扱い方－－－

ｃ、よりひろくかつ自由な構成への配慮心

。、教育系大学院と附属学校およびｆｉｅﾕｄ－

ｅ・既存の教育系博士課栓大学院との関係～

ス教育系大学院における教員と学生……-

，

０
５

１
１

１５

１４

１５

１６

１６

１７

２０ａむすび



教育系大学･学部における大学院の問題

まえかき

国立大学協会教員養成制度特別委員会は、昭和４７年１１月「教員養成制度

に関する調査研究報告書」を公表した。この調査研究報告書はわが国の教員養

成制度の現状と問題点を検討し、ぞの蓬礎のうえに立って今後の教員制度改善

の方向を大学の立場で提案したものであるが、教員養成制度のふくむ諸問題の

うち、「教育系大学・学部における大学院の問題」「教育系大学・学部の設置

基準の問題」おエび「一般大学・学部と教員養成の関連に関する諸問題」たど

については、さらに検討を加える必要が感じられたので、委員会はひきつづき

それらの問題にとりくみ、昭和４９年６月注ず「教育系大学・学部における大

学院の問題」に関する報吉書の原案をとりまとめた。けだしこのＩｉｉｊ、大学設置

審議会基準分科会による大学院設置基準制定の作業がすすみ、昭和４９年６月

「大学院設置基準」および「学位規則の一部を改正する省令」が公布されたほ

か、とくに敦育系大学院についてはいわゆる「新輔想枚育系大学院」案が教育

職員養成審議会（昭和４７年１月）、自民党文教制度調査会および文教部会

（昭和４７年７月）および新構想の教員養成大学等に関する調査会を中心に構

想され、国立大学協会の立場で教育系大学・学部の大学院について見解をあき

らかにしておくことが急務と考えられたからである。

本委員会の「教育系大学・学部における大学院の問題（案）」はその後全国

立大学に配布され、各大学で熱心に討議された。そして本年，月末までに各大

学からきわめて多叙の意見が寄せられた。その大部分は廠裏を基本的に支持す

るものであったか、委員会はつぶさに各大学からの諸意見を検討し、原案に修

正を加えた。このようにして成立したものがこの「教育系大学・学部における
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大学院の問題」である。事柄の性質上、われわれ自身この報告客の内容が必ず

しも充分左ものであるとは思わない。しかし、上にものべたように、その基本

的部分は、低とんど一致した全国立大学の志向に基礎をおくものであるも雀確
j･ＤＣ

この報告書は、昭和４７年１１月の「教員養成制度に関する調査研究鍜告篭F」

と相補うものであり、本報告書とともに参考されることを希望する。

1、教育系大学。学部の研究・枚育条件と大学院

教育系大学・学部に限らず、一段に現在の日本の大学ことに国立大学にお

いて大学院設置を要望する背景にはいくつかの墨由がある。それらのうち、

研究者の立場でもっとも関心のつよい事柄のひとつは、大学院設置を亀じて

Ｔ学部」レベルの研究・教育条件を改善し、大学間あるいは学部間の格差を

解消しようとする期待である。大学院の問題を学部レベルの諸条件の改善な

いし整備の手段として扱うことは正しくないが、一面においてこのような関

心のあり方は、現在の日本の国立大学の組織・制度に対する率直な反応であ

るということができる。すなわち、現在の日本の国立大学では、ある学部に

大学院がおかれているか否か、またそれが博士課程であるか、修士課程であ

るかによって、その学部の教官当積算校費、研究旅費などの基準単価に差異

縄ろばかりでなく、教官定員､施設設備､さらには欲官の待遇上において

も格差がある。このような制庭上の格差づけにもとづく制約をもつともつよ
．￣

＜こうむっているのが教育系大学・学部であ1,、「調査研究報告書」でくわ

しく指摘したエうに、一般の新制大学教育系学部は､J博士講座制､あるいは

修士露座制の諸学部に比べて劣悪な研究・教育条件におかれているのみてた

雫y葦の基本的体制である｢課程-学科目制｣は本来教育課程｡必要に応ず
、．.-ｊ

・ろ題ｌ§bとして性格づけられ、研究上の要請に応える点では不十分である。こ
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のような状況に対するひとつの反応として、エリよい研究・教育条件を指向

して修士講座化あるいは博士講座化が要望されるのは、ある意味では当然で

あるということができるであろう。

しかしながら、事柄の本筋としては、学部レベルでの研究・教育条件の改

善は、そのこと自体の問題として取扱われなくてはならない。すなわち、教

育系大学・学部についていえば、新しい設置基準を整備し、現行の課程・学

科目制の欠陥を改めるとともに、大学・学部の人的・財政的・施設的条件を

充実することが先決問題である。その際、それぞれの教育系大学・学部にお

ける個性的左研究創造の場として、研究施設、研究所、あるいはあたらしい

形の研究組織の創設・整備をも検討すべきであり、さらには教育系大学・学

部に対する科学研究費等の配分の改善についても考慮の必要があるであろう。

これらの事柄は、大学院の設置とは本来別個に、それ自体推進されるべき事

項であり、大学院の組織および機能はむしろこのような基盤整備を前提とし

てはじめて適切な位置づけが可能であるといわなければたらない。

２，教育系大学院ことに修士騨程の役割．:卜

教育系大学・学部における大学院問題の基本的事項は、第一義的には欽育

の課程たらびにその水準の問題である。この場合、問題となるのばさず修士

課程であるが、教育系大学・学部における修士課程は、①教員養成の教育水

準の問題として、②現職教育の問題として検討を要する。

前者に関しては「教員養成を大学においておこなう」という、戦後の教員

養成の原点の再確認か根本であり、すなわち、現行の教育系大学・学部が名

実ともに「大学」としての教育内容と水準とを実現しているか否か、あるい

は実現しうるか否かが問題であろう。「大学」としての水準と内容とはいか
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たるものを意味するかは画一的に定義しがたいが、少なくとも、それぞれの

時代において自由に研究された諸学問の成果が、諸学問の原理にもとづいて

教授されることが、「大学」の本質であるといってよいであろう。制度とし

ての教育課程は一定の年|良、一定の教育の段|増を以て区切られるが、事柄の

本質としては「大学」はいわば無限､の知的妾求に応ずる場でなくてはならな

い。その意味では、それをひとつの教育課程として制度化するか否かは別と

して、「大学院」はもともと広義の「大学」の概念のなかに内在するという

べきであろう。いいかえれば、制度的に「大学院」を教育課程として備える

「大学」と、備えたい「大学」とか格差づけられて存在するべきものではな

く、『大学」である以上、「大学院」の可能性を少なくとも、潜在的に保有

すべきことは当然であろう。本来学位授与権は「大学」の基本的属性のひと

つであり、国際的に見ても学位授与権を欠く「大学」は例外的であるといわ

なければならない。「教員養成を大学にまFいておこなう」というのは、この

ような意味での「大学」においてであることを想起する必要がある。

一方、現実の制度的仙面から見ると、日本の国立大学の現状では、多くの

分野に修士課程大学院が設置されており、そのことか蚕たそれらの分野の大

学としての研究体制を支えているのであって、すでに日本の現実においても

大学は制度的にも大学院をふくむものになしつつあるのである。この状況の

なかで、教育系大学・学部のみに大学院設置を抑制するのは、教員養成の欽

育水準を再び相対的低位に固定し、「教員養成を大学においておこなう」と

いう原則の本旨を裏切るおそれを生じているとしたければなら左い゜

以上のエうに、「教員養成を大学でおこなう」という原則からすれは、そ

の「大学』とは当然もっとも高次の研究,教育に耐えうる、本質的な意味で

の「大学」であるべきであり、わが国の大学制度の現状から見ても、それぞ
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れの大学が自主的立場でそれを必要とするのであれば、当然大学院、少なく

とも修士課程大学院の設置を制度的に許容したい理由はないと思われる。こ

のことは、すべての教員免許の資格を修士課程修了にひきあげるということ

とは別問題である。教育系大学・学部の教育の内容からいって、たとえば盲・

壁・養護教育教員の義成のように、現行の学部レベルの教育課程では必ずし

も完全を期しがたい領域があり、それらをふくめて、教員の基礎資格の検討

はなお必要であると考えられるが、重要なことは`教員養成が大学院の機能を

実質的にふくむ、研究条件の十分ととのえられた場でおこなわれ、学生およ

び現場の教師にとって、より高度の、あるいはより専門的な学習たらびに研

究の道が、教育系大学・学部に保証されていなければならないということで

あるｏ

このことから必然的に、現職教育の場としての大学院の問題が提起される。

先の「調査研究報告露」においてのべたように、現職教育は制度的に保証さ

れなくてはならず、またそれは本来大学かその責に任ずべきものである。教

育系大学・学部の大学院は、教育系大学・学部自体の研究機能をふかめ、学

部教育を補完する場であると同時に、それは当然現職にある教師に開放され

るべきものでなくてはならない。もちろん、現場の故師に対する大学院の開

放は、教育系大学院だけの問題ではない。教師がさらにその学習と研究をふ

かめようとすれば、それぞれの関心と要求にしたがって、大学のいかなる学

部学科およびその大学院においても勉強する機会が与えられるべきであり、

奴師の現戦教育の場として「教育系大学院」のみを限定して構想するのは考

え方において狭いといわなければたらない。しかし、教職の専門にかかわる

領域、すなわち、教育系大学・学部の大学院が、真の意味の現職教育にとっ

て重要であることも言をまたない。
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３、いわゆる新構想教育系大学院について

教育系大学・学部の大学院が、現威教育において重要な意義をもつとする

とき、これに関連してここにふれることを省略しえないのは、教員養成系に

関わる大学院を、既存の教育系大学･学部と独立して別個に組織しようとす

る諸構想についててある。これらの構想のあるものは、「現職教員の研修を

目的とする組織」として教育系修士課程大学院を限定し、それを既存の教育

系犬学‘学部とは別個に､一名ブロック毎に配置することを提奏している。す

なわち、、昭和４７年１月教育職員養成審議会建議「教員養成の改善方策につ

いて」、あるいは自民党文教制度調査会・文教部会「教員の養成、再救育並

びに身分待遇の根本的改革について（中間報告）」（昭和４７年７月）など

である－６たとえば教養審建議は、①この大学院は、荻職においてすぐれた実

績と能力を有する現職職員で、任命権者の推薦を得た者に対して、教育課程

の教諭、実際的な教育指導の方法、教科の専門的な事攻，学校経営など教職

に必要な高度の専門的研修を行わせることを主眼とする､②この大学院は、

地域的な適正配置を老恩して、たとえばブロック毎に設置することとし、そ

の地域･内の教員養成を行なう大学や教育委員会などと密接な連携のもとに教

育をおこなう必要がある、①修業年限は２年程度を標準とし、在学中の身分、

給与の保障措置を講ずるほか、卒業者には上級免許状を授与するとともに、

その処遇についても特別の措置を講ずることを検討する必要があるとしてい

ろ。

これらの提案をうけて文部省は「新構想の教員養成大学等に関する調査会」

を設置し、さらに具体的な検討を重ねた結果、同調査会は昭和４９年５月

｢教員のための新しい大学・大学院について」と題する報告を左とめ、文部

－６－

｡



次官に答申するとともにそ○内容を公表した｡この報告にお(、て提案されて

いるところは、上掲教養箸中間報告と本質的に径庭はないが、①このいわゆ

る新構想教育系大学院（学校教育研究科）は、入学定員を４００人程度とし、

およそその2／5以上を現j$U(の教育とすること、②教育学専攻、学校教育専攻、教

科教育専攻、幼児教育専攻、心身障害児専攻などの相当数の専攻をおくこと、

③大学院のみを独立して設置することなく、学部レベル（入学定員２００人

程度）を併設すること、④学部レベルは「初等教育課程」とし、小学校と幼

稚園に左たがる初等教育全体について理解と能力を有する教員を養成するこ

とか⑤教育実習を重視すること、⑥管理運営について新しい方式を採用する

こと、などがのべられている。
..._;て~,

この調査会報告では、大学院に入学する現職教員の身分上の印【扱いについ

ては、「現職教員の大学院段階における学習・研究の機会が、その身分保障

その他の面で制度的に確保されるような方策か検討されるべきである」とし

ているのみて、教養審中間鞭舌の表現をいわばやわらげており、また教育委

員会等との関係についても「学外の有識者、特に当該地域の教育関係の諸機

関又は教育関係者の、有効かつ遁切な意見を、大学の運営に生かすとともに、

教員の需給、現職教育、学生の教育実習など、大学とこれらの機関の協力を

要する諸問題について、意志の疎通を図b、連絡協議するための機構を設け

ることとし、具体的な仕組みを検討する必要がある」とのべて一見慎重であ

る。しかし、われわれはこのいわゆる新構想欽育系大学院が、結局教養審中

間報告に表現されたように、任命権者の推薦を必須の入学資格の前提とし、

その修了者を特別に後遇し、各ブロック毎に配置されて教育委員会等と密接

に連絡するなどの措置の結果、教員人事行政の手段と化し、大学としての本

来の性格をうしなって、一種の教員研修所に堕することを依然として懸念せ
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ざるを得ない。

それとともに、重要な問題のひとつは、この新構想教員大学・大学院と既

設の教育系大学・学部の関係である。調査会鍋告は特に章をざ１Ａて「既設の

教員養成大学・学部等との連携の下に設置する大学院についての考え方」に

言及し、「教員のための大学院大学の棒想の推進と併行して、既設の教員養

成大学・学部の歓官組織、施設設備等の充実のため、特段の配慮を行なうと

ともに、これらの大学学部で内容の充実し、体制の整ったものとの連携の下

に、上記の新しい構想の趣旨をとり入れた大学院を設置していくことも考慮

されるべきである」としていろ。さらにこの章の後段では「既設の教員養成

大学び学部で、その内容、体制が十分整備されたものについて、上記の新し

い構想の趣旨を取り入れた大学院を設置する方策がとられるべきことは言う

までもない」とものべているが、それにひきつづいて、「しかしながら、教

員養成大､学６学部の現状から見て、ここ当分の間は(1)の方式けたわも、教

員養成大学・学部に大学院を設置すること）のみでは実効を期し難い」と断

定し、①学内の他の部局の協力を得て大学院を設置する方式、②他大学の協

力を得て大学院を設置する方式、③数大学の共同により独立大学院を設置す

る方式などを提案している。「教員のための新しい大字・大学院」がどの程

度の教官組織、予算を与えられるものかは全く明らかにされていたいので、

既設教員養成大学・学部の現状と比較することは不可能であるが、これらの

記述おエび提案からは、少なくとも「ここ当分の間」新旧教育系大学・学部

の間に、ある格差が現出し、しかもそれが状況にエっては固定されるおそれ

たしとしないのではないかと思われる。万一、「教員のための新しい大学・

大学院」がいわば特別の位置を後得し、一方既設の教育系大学・学部が、そ

れと別個のいわば下部機構として位置づけられるごときことがあるとすれば、
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その弊はきわめて深刻左ものたらざるを得ないと思われる。

調査会報告は終始「新構想」を強調しているが、どのような点が「新しい＿

かも点釧倹を要する問題である。報告書から看取される限り、新大学院の専攻

分野、その内容、カリキュラムについて･洛月Ⅱあたらしい構想は見当らない。

教育実習の場としての附属学校等のあり方についても何ら改革は考慮されて

いたいようである。施設や若干の技術面である種の新しさは示唆されている

が、教育内容の原淫や、現職教育の意味づけにおいては、むしろ陳腐の印象

すら与えられる。辛うじて「新構想」とよび得るものがあるとすれば、新大

学の学部教育を「初等教育課程」に限ったことと、大学の管埋運営上特別の

措置を加えていることなどの点であるが、それらはむしろ政策的色合いのつ

よい事柄であり、新構想というよりもむしろ問題点というべきであろう。少

なくとも、現行の教育系大学・学部の本質的かつ自主的な改善整備に優先し

て、この「新しい大学・大学院」を新設し、整備する必然性について調査報

告書が十分な説得性を備えているということはできたい。われわれは今後こ

の構想の成行に重大な関心を払うものである。

４、牧育系大学院にﾖsける博士課程のi司題

教育系大学院における博士課程の問題は、新制大学一般における博士課程

の問題と同様の根本的課題をふくむものである｡すでにのべたように、われ

われは「大学」が本質的に無限の知的要求に応じるべき創造的研究の場であ

ると考える故、博士課程大学、修士課程大学、一般大学を制度的に固定し、

大学間に.洛差を容認するところの、いわゆる大学の傾斜的構造を否定する。

その意味で、教育系大学院における博士諜・梶の設置もそれを制度的に制約す

る本質的な根拠はなく、くりかえして指摘するように、教育系大学・学部に
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おいてもつれにより高度の研究教育の可能性をみとめるべきであると考える。

教育系ことに教員養成系大学院を修士課程に限ろうとする考え方は、教育系

大学・学部における学問研究の意味とその将来への発展を窪解しない偏見で

あるといわなくてはならない。しかし、博士課程大学院の必要かつ適切な学

生数の観点からいっても、また多くの致育系大学・学部の現実の研究体制か

らいっても、差し当っては博士課程大学院の基盤たるべき研究組織および条

件の整備が一般には先決問題であるというべきであり、修士課程の設置とそ

れにともなう諸要件の改善を計画的に推進すると同時に、それぞれの欽育系

大学・学部に個性的な研究施設、研究センター、研究所の育成につとめるこ

とが望戎しいと考えられる。その際既存の教育系博士課程との関係について

も交流、協力、交換の促進の方向で調整する努力が必要であろう。

５、教育系大学院の組織網成

教育系大学・学部における大学院がさしあたって修士課桂に焦点をおき、

その体制は「大学院」をふくむ「大学」として学部レベルにおける教育むよ

ぴ研究組織と相関するべきものであるとすると、教育系大学・学部の実情に

即してどのような大学院の編成が可能であるかが問題となる。一般に、それ

は本来必ずしも画一的であることを要せず、それぞれの大学の自主性にもと

づき、それぞれ特色を備えるものであって差支えなく、さた単科の教育大学

の場合と、総合大学における教育学部の場合とでおのずから差異を生ずるこ

とも当然であると考えられる。研究組織と致育上のカリキュラムはもとエリ

対応すべきものであるが、それにも相当の自由度が与えられて然るべきもの

であろうｏ

本委員会が調査しえたところによれば、これまで国立の教育系大学・学部
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あるいはそれらの関係団体において構想提案されている叡育系大学院（主と

して修士課程に焦薑点をおく）の組織編成案には若干のパターンがある。その

ひとつは、基本的に「教育学」と「教科教育学」を柱とする構成で、たとえ

ば、Ｋ大学案では専攻を「叙育学専攻」と「教科教育学専攻」とし、前者に

は叙育原丑皇教育方法学、教育心埋学、教育衛生学、特殊教育の諸講座が、

後者には英語科教育、社会科教育、埋科教育、応用科学教育、体育教育の諸

講座がおかれることになっている。応用科学教育とは現行の木材加工、電気、

機械、農業、水産、食物学、被服学などの学科目に対応するものである。日

本教育大学協会「教員養成の改善案」に示されたものも「教育学専攻」に代

えて「学校教育学専攻」の名称を用いているが根本的には同様で、「学校教

育学専攻」には教育学、教育心理学、道徳教育、幼児教育などがふくまれ、

「教科教育学専攻」は、それぞれの分野の叡科叡育学科目から構成される。

この編成方式をさらに拡大したものとして、学校教育学専攻、数学教育専攻、

理科教育専攻、英語教育専攻、国語教育専攻、社会科教育専攻、音楽教育専

攻、美術教育専攻．保健体育専攻、家政教育専攻をおき、それぞれに授業科

目を配する東京学芸大学型の構成がある。同様に「教育学」または「学校教

育学」と「教科教育学」を主幹におきながら、学部レベルの学科目の編成と

の相即に必ずしもとらわれない計画の一例として、たとえばｏ大学案では、

叔育心理専攻、言語教育専攻、生活教育専攻、理数科教育専攻、芸術体育教

育専攻から大学院を構成することにたっている。教育心理専攻には学習指導

論および生活指導論の二学科を配し、言語教育専攻には言語教育学、語学文

学の二学科、生活教育専攻には生活文化史、生活科学基礎論、生活技術論の

諸学科、理数科教育専攻には自然科学、数学の二学科、芸術体育専攻には音

楽教育学、造形蕊育学および保健体育教育学が配されている。またＨ大学
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「学校叡育研究科」案では、学校叡育学専攻（教育学、欽育心壌学、紋科外

活動）言語・文芸教育学専攻（国語教育、外回語教育）社会認識教育学専攻

（社会認識叙育）数教製育学専攻（学校数学）自然認識教育学専攻（物質科

学致育、生命・地球科学専攻）芸術●表現狄育学専攻（学校音楽、美術該育）

健康・生活教育学専攻（学校体育、技術教育、家庭生活教育）障害児叡育学

専攻（障害児教育）幼児教育学専攻（幼児教育）の，専攻と学校教育論総合

演習以下、学習指導、生活指導、叡科外活動、幼年教育、教育機器等の６総

合演習（共通総合科目）とから大学院が構成されることとなっている。

以上のように、教育学、教科教育学の二系列にしたがって大学院の組織編

成を構想するパ久一ンに対して、初等教育と中等教育のそれぞれで研究．教

育の内容がことなることに着目し、大学院における専攻を初筈教育専攻と中

等教育専攻とに区分し、それぞれに講座あるいは学科目を配置する考えもあ

るｏＨ大学の別の試案のひとつによると、その「小学校教育専攻」は、文化

科学教育（国語科内容学、小学校国語教育、社会科内容学、小学校社会科教

育）、自然科学教育（算叙科内容学、小学校算数科教育、理科内容学、小学

校理科教育）、芸能科学教育（図面工作内容学、小学校図面工作科製育、音

楽科内容学、小学校音楽科教育、；体育科内容学、小学校体育教育、家庭科内

容学、小学校家庭科教育）、児童教育学（児童教育学、児童教育心理学、児

童心理学）の４専攻と、共通講座として人間学（情報認識教育論、環境滑学

教育論、情報夢〔育論、児童活動教育論）とから祷成される。

教育系大学●学部における大学院の主要な機能は、いわば臨床的ともいう

べき、教:育的実践活動に即しての教育の学の創出にあるという立場から「現

職教育」に重点をおいて構想されたものに、Ｍ大学「現職教育研究科修士課

程」案かある。この大学院は、初等●中等学校の現職教員として２～３年以
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上の経験をもつ者を学生として入学せしめる２年の課程で、その教員組織は、

臨床教育研究部門（教授学系、人文・社会・自然系、芸術・体育系、特殊教

育系）、基礎教育研究部門（言語の科学、社会の科学、自然ｂ数理の科学、

生活・表現の科学）、教育教養研究部門（芸術・哲学、発声・演技、児童の

文化）の三部門から成り、それぞれの部門には５～４の研究班がおかれる。

また臨床研究をふかめるため、それぞれ性格・目的を異にするふたつの大学

院附属学校がつくられることにたっている。

6、教育系大学屍の綱成組織上の問題点

a・教育系大学院構想の画一性

以上教育系大学院（教員養成を主たる目的とする大学教育学部および単

科教育大学に設置されるべき大学院）に関する諸提案を通覧すると、Ｍ大

学案およびＨ大学案など、さまざ雀に苦心検討の跡がうかがわれる－面、

基本的にはかなり画一的な傾向を必ずしもまぬがれていない。その画一性

はもともと昭和２１年教育刷新委員会が「教員の養成は、総合大学および

単科大学に教育学科をおいて行う」ことを定めた際、「教育学科」とは

「教育学」および「心理学」を中心に構成されるものとされ、教員養成系

大学・学部は、これにその他の専門の学科を配する形で形成されて来たこ

とに由来するということができるであろう。雀た教員免許の要件をみたす

必愛もあって、わが国の教育系大学・学部の構成が課程一学科目制のなか

で画一化を増して来たことも學実である。それゆえ、このエうな学部レベ

ルの構造をその主雀大学院に投影すれば、大学院の構成もまたある程度画

一化するを蚕ぬがれたいか、大学院については、各大学により自由な、か

つより個性的な構想を許容すべきであると思われる。
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b、いわゆる教科の専門の扱い方

教育系大学院構想における問題のひとつは、いわゆる教科の専門の取扱

いである。教科の諸専門は、ややもすればそれぞれの専門学そのものとそ

の研究の態度および内容においてほとんど区別しがたくたる傾向があり、

その場合教育の研究としてそれを性格づけ、位置づける立場があいまいで

あれば、それらの諸分野は実質的にそれぞれの専門分野諸学部の大学院に

おける研究ないし教育と同内容の観を呈するであろう。そしてそれが、「教

育系大学院」のなかに存在する必然性について、しばしば疑問が提出され

ることもありうるのである。教育系大学・学部ならびに大学院の立場で教

科の諸専門は「教科教育学」として、教育学の体系に位置づけられるべき

ものであり、「教科教育学」の概念、範ちゅうおよび内容の深化は今後の

重要な課題のひとつであると思われる。

一方、この諸教科の専門の問題は教育系大学院と池の専門分野の大学院

との相関にかかわり、教育系大学院の総合大学における位置づけにもかか

わる問題である。単科の教育系大学においては、それぞれの専門諸学の研

究をふかめるべく、その大学が必要とみとめる人文科学、社会科学、自然

科学等の専門学の講座または研究組織をおくことを排除すべきではない。

総合大学においても学部数が少なく、諸専門分野ことに基礎的な人文科学、

社会科学、自然科学の学部ないし研究組織を欠く大学では、教育系大学院

にそれらの分野の研究の場かおかれるべく考慮されてよいと思われる。ま

た基礎的専門分野の諸学部を擁する総合大学においては、むしろ学部間、

諸研究科間の協力、交流をふかめる方向で、教育系大学院における教科専

門にかかわる部分をより充実すべ〈構想することが望ましい。けだし、叙

員の養成を能うべ《んば総合大学においておこなうという理想からも、そ
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れは当然の事柄である。

０．よりひろくかつ自由な構成への配慮

教育学・心理学・教科教育学か、教育系大学院の主要素をたすことは、

上にものべたようにわが国の教育系大学・学部の歴史と現状に即して当然

であるとしても、諸外国の教育系大学院ないし研究体制にはよりひろくか

つ自由な構成が見受けられるのであり、このこともこの際留意に価いする

のではをいかと思われる。たとえば、大学院レベルに重点をおくＣＯﾕombia

大学TeacherBOoﾕﾕegeは数個のinBtituteBから構成されるが、そ

れらは、エnBtituteorAdlniniBtrativeReBeaｒｃｈ，エｎＢｔｉｔｕｔｅＢ

ｏｆＦｉｅ１ｄＢｃｉｅｎｃｅＢｏエｎＢｔｉｔｕｔｅＢｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎａユＴｅｃｈｎｏユｏｇｙＤ

エｎＢｔｉｔｕｔｅＢ竃ｏｒｔｈｅｍｄｕｏａｔｉｏｎｏ盃ｔｈｅＨａｎｄｉｃａｐｐｅｄ，Ｍｅｎｔａユ

ＲｅｔａｒｄａｔｉｏｎＯｅｎｔｅｒ，CurricuﾕｕｍＳｅｒＶｉｃｅＯｅｎｔｅｒなどをふく

む。蚕尤Langefem教授の主宰するユトレヒト大学教育学研究所の１０

部門の友かには、lZducationaユｈｅﾕＰｔｏｃｈｉﾕｄａｎｄ至amiﾕｙｉｎ

ｃｏｎどユユｃｔＤＢｏｃｉａユｃｏｎｔｅｘｔｏｒｔｈｅｃｈｉユｄｏＢユユ至ｅＤＥｄｕｃａｔｉｏｎ

ａｎｄｄｅｖｅユｏｐｍｅｎｔ，Ａｄｕユｔｐｒｏｂユe、あるいはＤｅユｉｎｑｕｅｎｔｐｒｅｖｅｎ－

ｔｉｏｎａｎｄｈｅﾕｐなどの諸分野が見出される。これらはわずかの引用で

あるが、わが国の教育系大学院においても教育政策、学校経営、教育統計、

発達障害、学校と家庭、学校と社会、学校の施設と設計、児童と社会環境

などさらに多面的かつ自由なプロジェクトの選択が考慮される必要があり、

さらには平和教育、国際理解教育などの諸領域の基礎的研究も当然考慮さ

れるぺきであろう。注允、医学、生物学、牲済学、法律学、社会学あるい

は工学などの諸分野との積極的な学際的研究の開発もより重視されなくて

はならない。教育という仕事の複雑さ、多面的機能を考えれば、教育系研
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究体制自体にダイナミズムをある程度保有するとともに､池の専門分野と

の協同をより拡大するべく具体的な設計を要するのである。

ｄ･教育系大学院と附属学校およびｍｅﾕｄ

教育系大学院のひとつの重要な機能が、教員養成の補完および現職教育

にあるとすると、上述の学問的研究の多面的な深化と平行して実験的・実

習的研究、いわば教育学における臨床的研究の深化が配慮されなくてはな

らない。

この点について特に積極的な関心をはらっているのは上掲Ｍ大学案であ

るが、われわれはすでに昭和４７年の「教員養成制度に関する調査研究報

告書」において「附属学校」の問題に言及し（同報告書６８ページ以下）、

附属学校を文字通り「教育の理論及び実際を研究する学校」「教育理論を

実証する学校」たらしめるべく、制度的にはたとえは医学部附橇病院のパ

ターンに準じて改善整備することを提案した。教育系大学院の拡充整備に

あたって附属学校を正しく位置づけ、それを学部教育のみならず大学院に

おける研究および叡育のための場たらしめることはきわめて重畳である。

また普通附属学校のみでなく養護学校、盲学校、壁学校あるいは侍に計画

された諸実験学校を考慮する必要もあり、檀向の教育・福祉施設、小児病

院その他の社会的分野との協力関係をより密ならしめることも検討される

べきであろうＣ

ｅ･既存の教育系博士説得大学院との関係

新制大学における教育系大学院を整備するに当って留意すべき事柄のひ

とつは、１日帝国大学も１日文理科大学に既設されている教育系大学院との関

係である。これらの大学院は、修士課程のみでたく博士課程をも備え、叡

育哲学､教育史､教育社会学､社会教育学､教育制度学、教育行財政学､比較教育学、
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敦背心理裳あるいはさらに障害児教育、保健体育などの諸講座を擁し、大

学によって若干構成に差異はあるが、ほぼ教育学の全領域にわたって研究

と教育をおこたって来た。それは必ずしも「学校教育」に対象を限定せず、

より広義の教育問題を扱い、その研究教育活動は主として「学校教育」に

重点をおく教員養成系大学・学部に比べよりひろい領域にわたっていると

いうことができるが、もとエク「教育」の科学の研究において両者は根本

的に共通協同すべきものである。それゆえ、いわゆる教員養成系大学・学

部に大学院を整備するにあたっては、以上のような観点から、既存の教育

系博士課梼大学院（これはいう注でもたく、すでにおよそ各プロプクにひ

とつづつ配置されている）との密接な協同・交流を計画すべきである。し

かも既存の教育系博士課程もなお補強、改革すべき点を多くもっている実

情であるから、教育系大学・学部の協力のもとに、これをさらに充実整備

する努力が必要である。

７６教育系大学院における教員と学生

昭和４９年６月の「大学院設置基準」によると、学生定員は「教員組i戯及

び施設設備その他の教育研究上の諸条件を総合的に考慮し、課程の区分に応じ

専攻を単位として研究科ごとに定める」とされ従来に比べてより弾力的に扱われ

ることとなった。蚕尤昭和４１年，月状学院設置審査基準要項」によると、学生

の収容定員は、修士課程についていえば、この課程の研究指導及び講義担当適格者

(いわゆる皿⑥)１人lにコハて人文･社会系20人､自綱学系14人とさｵrnnる｡実際の

学生定員はひとつの専攻についての⑨教員の最低必要数に応じて決まるので、専

攻のたて方、それぞれの専攻についての最低教員組織と相関することと左ろ

が、教育系大学院についていえば、学生数をある程陛寅で実情に即して弾力
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的に扱う反面、大学院の水準の維持のため、学生数、教員組織の双方に関し

ていたずらに便宜的な措置に堕するぺきではない。修業年限、修業形態につ

いても必ずしも形式的に固定するべきでないと思われるが、それが教育系大

学院の教育内容、研究内容の低下につながることのないよう十分な配慮か不

可欠である。
－，１｡『-

教育系大学院と他の専Ｐ３分野の大学院との協同交流の重要性についてはす

でに指摘した通りであるが、それを具体化するため、学生が他専門学部大学

院で聴講および研究することの可能性を大幅に拡大し、他大学ないし他学部

大学院との単位互換性を積極的に促進する必要があると考えられる。このこ

とはまた学生のみならず教員の交流によっても強化されることが望ましい。

その場合、教育系大学院が他学部あるいは他大学の教員を受入れるのみてな

く、教育系学部の教員がその研究の領域によっては、他学部の大学院を受持

つことも当然実現されて然るぺきであり、それによって教育系学部における

教科の専門の研究に資することが可能となり、学際的領域の研究の振興も戎
。「－

たよ!)具体化しうると思われる。

現職教育としての現験教員の大学院への受入れに当っては、ややもすれば

人事管理的側面のみからの関心が強調されるきらいがあるが、根本の問題は

「教員養成制度に関する調査研究鰍告書」（同報告書７６ページ以下）にも

すでに指摘したエうに、教員の自発的な研究ないし大学院への進学がより十

分に洙証されるための諸条件の改善と整備にあるといわなければたらない。

たとえば、大学院学生に対して貸与される日本育英会奨学金は、小学校教員

に減職した場合には返還の猶予または免嫁はみとめられていたい。このこと

が既設の教育系大学院修了右の小学校への就職を筋けているひとつの理由で

ある◎
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また現職教育が教育系大学院のひとつの機能であることは上にもたびたび

ふれた通りであるが、教育系大学院の目的のすべてが狭義の現職教育にある

のでないことはいうまでもなく、さらに、現職教育の場は教育系大学院に限

定されるべきものでもない。われわれは「教員養成制度に関する調査研究報

告書」において、大学が現職教育にとりくむための組織として、たとえば

「教育研修センター」のごとき機関の設置を考慮する必要があることを提案

したが（同鍛告書８０ページ）、それにより、現職教育と、大学．大学院の

本来の機能とが有効に調整されることがのぞ性しい･

教員組織については原則として学部レベルのすべての教員が大学院におけ

る研究教胃に関与しうる体制であることが望浅しい･しかし、いわゆる課程

一学科目制の教員組織で、学部レベルの授業科目に即応して教員組織が規定

される万式では、到底大学院における教育研究の負担をもになうことは不可

能であり、教育系大学・学部の全体的なｃａｐａｃｉｔｙの増大が不可欠である。

その意味で、教育組織については、すでに学部レベルをふくめて大幅な改

善か必妥であり、教員組織のあり方としての課程・学科目制の廃止ないし改

善、あたらしい組織の開発、研究センター、研究所、研究施設の増設、整備

等をふくめて、現行の教育系大学・学部の強化は、教育系大学院設置の当然

の前提であるといわなければたらない。それとともに、現行財政制度、定員

基準の抜本的な改正をおこなう必妥があるが、それらの点について本委員会

は「教育系大学・学部の設置基準の問題」として目下提案を検討中である。

８、むすび

以上われわれは、前回の「教員養成制度に関する調査研究報告書」をうけ

て、教育系大学院の塾ｂ方に関し若干とり注とめ得たところを報告した。６
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もとより極めて不完全なものであるが、この報告をひとつの資料として各大

学がそれぞれ教育系大学院に関する構想をさらにすすめ迄蚕た大学間での討

議が促されて、より生き教育・研究の場が実現することを望んでやさない。

さた政府・文部省は戦後２５年にわたる教育系大学・学部の歴史、その現状

を十分認識し、虚心に教育現場の実態を洞察して、近視的対策発想にとらわ

れることなく、事態の改善のための衆議に耳をかたむけ、教育の大計をあや

さらないよう戒心すべきであろうと思われる。
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